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研究成果の概要（和文）：　本研究は、東日本大震災後の原発事故による長期避難者支援について、「福島県相
談支援専門職チーム」をフイールドとし、そこで展開された支援の具体事例の分析を通して検討した。その結
果、１）「傾聴する」ということ、２）しばしば意図的感情移入を必要としたこと、３）問題を一緒に考えて向
き合う姿勢が大切であること、３）自らの問題解決能力によって方向付ける（エンパワメント）こと、４）仮設
住宅というコミュニティにおける課題解決能力の強化が不可欠であること、５）訪問、面談という短時間の中で
のアセスメントを行い、支援の有無を見極めていくこと、６）当該自治体との連携が重要であったことなどが明
らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The main axis of the proposed ' Fukushima Consulting support specialist jobs
 team "of the investigated the welfare of professional activities and have participated activities 
principles and practices. The main axis of the proposed ' Fukushima Consulting support specialist 
jobs team "of the investigated the welfare of professional activities and have participated 
activities principles and practices. Thereupon revealed that1) " to listen" ", 2) often need a 
purposely empathy, 3) that face and think the problem is important, 3) be oriented by their 
problem-solving skills (empowerment), 4) that should strengthen the abilities of problem solving in 
the community of temporary housing,5) that will identify the presence or absence of support in short
 time visit and interview assessment, 6) it became clear that collaboration with the concerned 
Governments, such as
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１．研究開始当初の背景 
 
自然災害多発地域であるわが国において、
災害ソーシャルワークに関する定義や方法
論の検討は不十分である。 

2012年7月にスウェーデンのストックホ
ルムで開催された IASSWの2012年合同世
界大会において「ソーシャルワークと社会
開発」のセクションでは 33の報告がなされ
た。（日本からも 3本の報告があった）そこ
で取り上げられたテーマは、A.災害対策と
家族 、B.災害対策とコミュニティ、C.災害
対策とそのモデルであり、直接的な災害ソ
ーシャルワークいうテーマはなかったが、
災害時における被災者への介入的関わりの
課題や子どもや青少年へのアセスメント、
地域開発と住民のコンフリクトの問題、仮
設住宅におけるコミュニティづくりの方法
など、災害時のソーシャルワークに関連す
るものが取り上げられていたが、報告者も
含めて、災害ソーシャルワークということ
が必ずしも意識化されていないのが現状で
ある。その一方で、その必要性から実際に
はなんらかの形で、ソーシャルワークを実
践しているということでもあった。 
東日本大震災発生から時間が経過する中
で、福祉現場も平常を取り戻したかに見え
るものの、「いつ起こるかわからない災害」
に備えて、災害ソーシャルワーク実践的方
法論を早急に確立しておかなくてはならな
いこと、さらには東日本大震災の被災者へ
の長期的継続的支援もいまだ必要であると
いうのが実情である。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、東日本大震災の経験を生かす
べく災害直後から継続的に支援を行ってき
た福祉系専門職ことに「福島県相談支援専
門職チーム」の活動に着目し、その活動の
分析を主軸に、彼らが、担わざるを得なか
った役割、その機能、そしてその実践を精
緻に評価し、具体事例からの考察を通して、
災害ソーシャルワーク実践的方法論の開発
をねらいとした。 
 
３．研究の方法 
 
（１）福祉系専門職が東日本大震災直後か
ら今日まで行ってきた支援活動について、
時系列的に活動場所、活動内容、活動対象
などその役割についてヒアリングを行い、
福祉系専門職ごとに評価のシートの作成を
行っていく。 
（２）継続的に「福島県相談支援専門職チ

ーム」のメンバーを中心に研究会を継続し、
個別にはヒアリング調査を実施し、経験知
の蓄積を行っていく。 
（３）「福島県相談支援専門職チーム」に恒
常的に関わってきたメンバーへ、自らの活
動の自己評価調査を実施する。 
福祉専門職の役割を明確化するための枠
組みとして、①災害時の自らの支援の目的
は何であったのか。そのミッションはどの
ようなものであったか。②支援のプロセス
をソーシャルワークの基礎概念と照らして
みて、どう概念化できるのか。③アプロー
チの方法についてであるが、意図的に必要
だった方法はどのようなものであったか。
④支援を行った際に重視した社会福祉ある
いはソーシャルワークの視点はなんであっ
たか。⑤支援を組み立てる際に、発見され
たニーズ、アセスメントはどのようなもの
であったかということについて自己分析を
行う。 
（４）補足研究として、「震災関連死」とい
う社会現象について、新聞記事と補足のヒ
アリングによる事例収集と事例分析により、
その実態について明らかにしようとした。 
 
４．研究成果 
 
（１）「福島県相談支援専門職チーム」の活
動の実際は以下のようである。 
①東日本大震災３．１１は、これまでの震
災とは異なった問題を持っていた。被災の
規模もさることながら、病院に運びこまれ
る被災者の状態の中に、要介護問題を抱え
ている方の多さに圧倒された。さらには、
避難所生活の劣悪さから、体調を崩す方が
多く発生したこと、高齢者の方々はとくに
そうした避難生活の中で弱っていくとい
う問題が多発した。これまで、介護・福祉
は医療の後方支援にあるものと理解して
きたが、こうしたことを回避するためには、
危機的状況における介入型ソーシャルワ
ークが重要であり、ニーズ把握・分析・判
定を即時に行い、「暫定的ケアプラン」を
作成し、アセスメントしていくことが重要
である。そこで、ソーシャルワーカーに求
められる資質は、避難所における信頼関係
の形成であり、信頼関係に基づく介入型ニ
ーズ把握と分析、アセスメント力である。 
②アセスメントされたことが支援につなが
らなくては、信頼関係は形成されないので
あり、アセスメントされたことが支援へと
つなげられる道筋をつくらなくてはならな
い。つまり専門職ネットワークとチームワ
ークによる「応急的社会資源」を作り出す
ことであった。③危機介入において、日頃
はあまり意識していなかったが、「肩書で仕



事をする」ということが必要である。その
場合、自治体行政の中で、いまだにソーシ
ャルワーカーに対する認識を高めていくこ
とが重要である。④ソーシャルワーカー自
身の混乱は大きく、ことに組織の中で定型
的、定式的な仕事を日常的にこなしてきた
場合、こうした突発的事態に対応するには
相当の努力が必要でもあった。地震、津波、
原発事故という状況下で、ソーシャルワー
カー自身も被災者であることがあり、仕事
か、家族かを突きつけられることはしばし
ばであった。そうした時、重要なのがチー
ムワークであり、直接的に被災したという
ことではない地域の相談専門職の支援が日
頃の組織化を基礎にして有効に機能したと
いえる。⑤「ニッチワーク」の必要性であ
る。平時よりもさらにサービス、制度にあ
てはまらないニーズが山積するということ
であり、サービスありきのソーシャルワー
クの限界をまざまざと感じたとのことであ
った。⑥東日本大震災３．１１の支援を通
して重要なことは、災害時においてソーシ
ャルワーカーは“後方支援”に回るという
ような消極的方法ではなく、“前方連携”と
もいうべく、災害発生時に即座に支援に入
ることこそが、支援を継続させることにな
るのである。 
 
（２）「福島県相談支援専門職チーム」の活
動に関わったソーシャルワーカーからの知
見は以下のようにまとめることができた。 
１）実際に活動を行っていく中で、精神的
な問題に関するニーズがなかなかでてこな
い。これまで全く関わったこともない、情
報もない方へ、どう介入できるのかが課題
であった。 
２）ソーシャルワーカー室を運営して、い
ろいろな活動をしてきたが、今回の震災に
ついて、これまでの想定したマニュアルが
機能しないということがわかった。だが、
今後についてのマニュアルづくりまでには
至っていない。 
３）目の前の活動に追われるままに時間が
たち、「なにをしてきたのか」「なにが問題
だったのか」、徐々に平静になっていくなか
で、当時の緊張感が薄れ、記憶が遠のき、
なにが大事なことだったのかが不鮮明にな
ってきている。 
４）ニーズの拾い上げはするが、支援をす
る人がいないということの連続であった。
だからこそ、相談専門職支援チームが必要
であったのだと思っている。 
５）被災者の生活支援はソーシャルワーク

の原点であり、生活を抜きにして生活支援
をしようとしていることに無理があった。 
６）通常のネットワークが危機の際のネッ
トワークとして機能するのかということで
ある。行政の中では分権化が進みコンパク
トになっていることの弊害でもある。ソー
シャルワーカーとして通常業務を通じてど
のようなネットワークを作ることが課題で
ある。 
７）専門職が家族に確認し調整していく。
家族の死さらにはその生死すら不明という
事態に遭遇しているわけで、確認、調整と
いう仕事は重要性をもつことになるのであ
る。 
８）緊急避難でも個別に支援するというこ
とである。これはソーシャルワーカーだか
らこそできることであり、個別の情報を丁
寧に収集していくことが重要であった。 
９)障害分野に関しては、てんでばらばらだ
った。精神科はとくにバラバラな状態にな
ってしまった。急性期病院しか機能してお
らず、精神患者はもとの病院には戻れない。
避難先で過ごすしかない。他県へ転院して
いった患者の連絡をとり、対応するしかな
かった。 
10)「肩書きで仕事はできないが、肩書きが
ないと仕事はできない」顔が見える関係ば
かりでないため、ソーシャルワーカーは組
織の中でポジションを作っておかないと仕
事ができない。 
11)普段から地域の資源について考え、どう
使えるかということを考えるのかソーシャ
ルワーカーの原点であり、流動的な情報を
きちんと整理しておくことが大切なのであ
る。 
12）ソーシャルワークは切り口によって違
うから答え方がむずかしい。マクロからメ
ゾに向かうことをソーシャルワークとして
やってきたが、災害はメゾを根こそぎ奪い
取ってしまう。結果、「しょうがない」「我
慢しろ」と封じ込めることになってしまっ
た。それを受け止める人材と組織が不可欠
であった。 
13）初期では、みんなが困っているのだか
ら、わがままにとられてしまうだろうと控
える。そこに、ソーシャルワーカーが介入
する。要は、声を大きくしていくことが大
事である。まず信頼関係をつくり、個人に
目を向け、環境に目をむけその両方に働き
かけていく、メゾがぬけたときにソーシャ
ルワーカーがクッションになり、さらにア
クションワーカーにならなくてはならない
のである。 



14)生活が崩れてしまった人の支援だと考
えればよいのである。仕事と住まい、家族
はセットで考えられてきた。双葉町の人た
ちの大半は住まいを取られてしまった。居
住の環境の問題は大きい。開いている仮設
があるのならば、自由に使いながら居住の
環境を今まで以上にしていかなければなら
ない。「被災者」と言う言葉を付けてしまう
と、「我慢しているひと」と思われてしまう。
住むという事をなぜ個人の判断にしてくれ
ないのかという声がある。一時帰宅で帰る
と、かなり荒れている、それをみるとかな
り落ち込んで帰ってくるという現実もある。 
15)災害ソーシャルワークはソーシャルワ
ーカーの力量に負うところが大きいが故に、
ソーシャルワーカーのその場その場での判
断が重要になる。最善を尽くすということ
になってくのはやむをえないのではあるが、
その場合、孤立させないためにも「日頃か
らの」ソーシャルワークを認知させるとい
うことが重要なのである。 
 
（３）補足研究として行った「震災関連死」
については、その事例分析から以下のよう
な知見を得た。 
１）福島県における「震災関連死」はまさ
しく原発事故による居住と生活の突然の喪
失から生じた 2次被害であり、「不安」から
生じるストレスがその主要因であった。こ
のように、ストレスに対する耐性の剥奪に
よる結果であり、固体側の脆弱性等ではな
いのであって、被災者という状態を社会全
体が熟知し、それへの対応が不十分である
がゆえに起こったものである。 
２）福島県においては 13万人という方々が
避難状態に置かれ続けられているのであり、
「長期避難」が現在でも続いている。つま
りこうした状況の中、今後も「震災関連死」
に至るような状態が起こりうることは、想
定内のことであったということである。 
「震災関連死」の事例分析の中から見えて
きたことは、①公的な対応窓口における職
員の対応である。災害発生当初、自治体、
病院等の公的機関、事業所の混乱は想像に
難くない。しかしながら、危機的状態であ
ればこそ、こうした機関、事業所における
対応は重要なのであり、そのことを想定し
ながら、対応のあり方への検討は日常的に
検討されておかねばならない。②「あの時
気づいていれば・・・」という後悔を多く
の家族は述べている。家族が気づくという
ことは難しいことであり、第三者による気
づき、方向付けが不可欠なのである。身近

な「併走者」が被災家族には不可欠である。
③移住先における社会資源の情報提供とそ
の活用に関する機会である。医療、福祉、
教育等生活を再建するための社会資源に関
して、よりくらしやすくするための情報提
供が不可欠である。東日本大震災は岩手、
宮城、福島だけでなく、多くの都道府県に
またがった被災であった。しかし県を単位
とすることが多く、自治体連携が円滑では
なかったことが問題であった。 
３）原子力発電は決して安全なものではな
く、地域ごと居住権を剥奪されるという事
態を想定しておかなくてはならないのであ
り、そのことは仕事、医療、教育という生
活基盤を根こそぎ剥奪されることを意味し、
その帰結として、家族の生活維持能力を欠
落させるという結果をもたらすということ
を示しているのである。 
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